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本市では、平成 27 年度からスタートした第３次静岡市総合計画（以下「３次総」という。）

にスピード感を持って対応し、また、効率的で質の高い行政サービスを提供するため、平

成 27年度から平成 30年度を計画期間とする「静岡市職員適正配置計画」（以下「第１次計

画」という。）を策定して職員の適正配置に取り組んできた。 

令和元年度（平成 31年度）からは３次総後期実施計画がスタートするが、５大構想を始

めとする３次総を強力に推進し、また、複雑化、高度化する新たな行政需要等への対応を

行うための人員の確保が必要である。 

このような中、将来的にも持続可能な行政運営を図るためには、働き方改革やＩＣＴの

活用により組織としての効率性、生産性の向上を図り、これに併せ、貴重な経営資源であ

る職員を最大限有効に活用していくためには、職員の適正配置に継続して取り組んでいく

必要がある。 

そこで、第１次計画の結果を踏まえつつ、今後４年間の職員の適正配置を進めるための

方針を示すものとして「第２次職員適正配置計画」を策定する。 

 

１  第２次職員適正配置計画の策定に当たって 
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（１）職員数の推移    本市では、平成 17 年度から平成 26 年度まで、２次にわたる定員管理計画を策定し、

職員の計画的な削減に取り組んできた。平成 27年度からは、第１次計画を策定し、「増

員すべきは増員し、減員すべきは減員する」との考えの下、職員の適正配置に取り組ん

できた。 

これまでの職員数の推移は、次の図のとおりである。 

 

【表１】職員数の推移 

 

※ 旧県費負担教職員の権限移譲による増員（H29）は含まない。 

 

２  これまでの取組実績 
計画の算定上、静岡病院独法化（▲630

人）と消防救急広域化（＋261 人）を

除いており、対前年比▲３人 
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（２）第１次計画の基本的な考え方 

 第１次計画では、職員を減らすことを目的とするのではなく、「増員すべきは増員し、

減員すべきは減員する」というシェイプアップの考え方を基本に、事務事業の見直しや

指定管理者制度の活用などによって生み出された人員を、新たな行政需要等に再配分す

るなど、人員の効果的、効率的な配置を行った。 

  

（３）第１次計画の実績 

   第１次計画の職員数の目標と実績及び増減員の内訳は、次のとおりである。 

 

  【表２】第１次計画の目標と実績 

 増 員 減 員 差引き 

目 標 123人 ▲173 人 ▲50 人 

実 績 180人 ▲209 人 ▲29 人 

差 ＋57人 ▲36 人 ＋21 人 

 

【表３】第１次計画の増減員の内訳 

増員事由 増員数 主な増員 減員事由 人数 主な減員

３次総の推進 95

人口減少対策の推進、ＤＭＯ

の推進、ＳＤＧｓの推進、こ

ども園保育教諭

各局における事務の

見直し
▲ 52

局内・課内における事務分担の見

直し等

（うち５大構想の推進） (25)

「まちは劇場」の推進、国際

海洋文化都市の推進、新清水

庁舎の建設、歴史文化施設の

建設、ＣＣＲＣの推進

業務の終了 ▲ 35
家康公400年祭、国勢調査、津波

避難施設整備等

新規事業・業務量増への

対応
26

エンジェルプロジェクト、児

童虐待初期対応強化、介護保

険申請数増への対応

民間活力の導入 ▲ 4
資源循環施設への指定管理者導入

等

新制度・法基準・権限移

譲への対応
38

マイナンバー制度導入、生活

保護ケースワーカーの増、難

病対策事務の権限移譲への対

応等

労務職の退職不補充

に伴う減員
▲ 109

収集業務の非常勤職員による対応

及び委託化、学校用務員、調理員

等の非常勤職員による対応等

その他 21 欠員補充等 その他 ▲ 9 欠員不補充

計 180 計 ▲ 209

増員 減員

 

計画の達成はできなかったものの、第１次計画では各局区における事務の見直しを進

め、当初の計画を 36人上回る 209 人の減員を行うことができた。 

一方で、増員について見ると、３次総の推進や新規事業・業務量の増などへの対応を

進めたため、当初の目標数を 57 人上回る増員を行った。 

５大構想を始めとする３次総の推進等、スピード感を持って対応しなければならない

課題の増加により、減員の取組を上回る増員要素が生じている。 
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（１）基本的な考え方 

   貴重な経営資源である職員を最大限有効に活用するため、次の基本的な考え方の下、職

員の適正配置に取り組む。 
 

   ① ３次総の推進、新たな行政需要等に対応するための人員を確保する。 

   ② 働き方改革やＩＣＴの活用を併せて進めることで組織としての効率性と生産性を

高める。 

   ③ 労務職員は、これまでと同様に原則として退職不補充とする。 

   ④ 総人件費（ラスパイレス指数の引下げ、給与制度の見直しを含む。）に留意しなが

ら取り組む。 

   ⑤ 局区内における人員の再配置及び流動を徹底する。 
 

   なお、第１次計画においては、再配置に必要な人員を生み出すために事務事業の見直し

等による局区ごとの減員計画を定め取り組んできた。 

   本計画においては、局区ごとの減員計画の設定は行わないが、事務事業の終了や事務の

見直しにより、必要となる人員を確保する。 

   

（２）計画期間 

第３次静岡市行財政改革推進計画後期実施計画に合わせ、令和元年度（平成 31 年度）

から令和４年度まで（平成 31年４月１日から令和５年４月１日まで）の４年間とする。 

 

（３）対象職員 

条例定数上の正規職員を対象とするが、次の職員は対象から除く。 

①小中学校教職員（法基準に基づき配置する必要があるため） 

②清水病院医療職（診療報酬の改定や経営状況等を踏まえ、本計画とは別に適正な職

員配置を行うため） 

なお、非常勤職員及び令和２年度以降の会計年度任用職員の適正配置については、会計

年度任用職員制度の運用方法と併せて検討する。 

 

（４）数値目標 

本計画の計画期間内には約 160人の減員が見込まれる一方で、新たな行政需要への対応

が見込まれる中、効率的で質の高い行政サービスを提供していくためには、増員が必要と

なると考えられる場合が多数見込まれる。 

そのため、見込まれる減員を確実に実施した上で、必要となる 119人の人員を配置する。 

３ 第２次職員適正配置計画 
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※１ 数値目標の進捗管理は、増員と減員の差し引きの人員により行うこととする。 

   なお、この結果の増員と減員の差し引きによる減員は 41 人を見込む。 

※２ 国で検討を進めている定年延長が実現した場合、職員採用や職員の年齢構成等に

大きく影響することが想定される。 

   今後は動向を注視していくが、本計画の計画期間中に定年延長が実施される場合

は、計画の見直しを検討する。 

 

（５）第２次職員適正配置計画の着実な推進のための取組 

本計画においては、次に示す取組により、職員の適正配置の着実な推進を図っていく。 

① 重要政策の推進や行政需要の拡大に対応する人員の配置 
真に必要な増員として、次のような増員要素が想定される。 

    ・ ５大構想を始めとする３次総への対応 

    ・ 社会情勢の変化に伴い発生・拡大する行政需要への対応（新制度や法改正への

対応等） 

    ・ 新規事業の実施や業務量の大幅な増への対応  
② 減員と増員抑制の取組    計画策定時に見込まれている減員については確実に実施するとともに、次の取組を進

めることで、人員を確保する。 
   ア 継続的な事務の見直しの実施 

    ・ 民間活力導入等の継続的な検討 

      民間活力の活用による新たな減員は難しい状況だが、今後も引き続き導入可能

な業務について検討を進めていく。 

    ・ 会計年度任用職員の活用 

      新制度により会計年度任用職員が新たに担うことができる業務の可能性につい

て検討を進めていく。 

    ・ 労務職員の退職不補充 

      労務職員については、これまで同様、原則として退職不補充という方針の下、

業務に支障が生じることがないよう検討した上で、今後も委託化、会計年度任用

職員等の活用を進めていく。 

   イ 局区内調整の徹底 

    ・ 増員が必要な場合には各局区での増減員査定を厳格に行い、局区内での対応を

原則とすることを徹底する。 

    ・ 業務の繁閑に応じて局区内流動を積極的に行い、局区内の人員を最大限に活用
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する。 

   ウ 組織機構の見直し 

    ・ 設置目的や役割を終えた組織の統廃合を行い、減員を行う。 

    ・ 業務終了時には年度途中でも人事異動を行うなど、限られた人員を活用する。 

   エ 事務の効率化の取組 

    ・ 業務改善制度等を通した業務の効率化を進める。 

    ・ ＩＣＴの活用等による業務の省力化を進める。   
 

（６）第２次職員適正配置計画に関連する取組   ① 育児休業取得職員の代替配置 
    職員構成における女性の割合が増加する中、これまでの臨時職員による代替を第１

次計画期間に見直し、平成 28年度から正規職員による代替配置に取り組んでいる。 

    そのため、引き続き育児休業取得職員の正規職員による代替配置に取り組む。 

   ② 多様な任用・勤務形態の職員の活用 
    非常勤職員・臨時職員に代わり令和２年４月から導入される会計年度任用職員の活

用、専門的な知識経験を必要とする業務や一時的・時限的な業務への任期付職員の活

用のほか、再任用制度による退職者が培ってきた公務における専門的な知識や経験の

継続的な活用など、事務の種類や性質に応じ、組織において最適と考える任用・勤務

形態の人員構成により効率的な行政運営を行う。 

   ③ 障害者雇用の推進 
    障害者が従事できる業務範囲の拡充及び創出を検討し、これまで以上に雇用機会の

拡大を図るとともに障害者が働きやすい環境を整備し、障害者雇用を一層推進してい

く。 
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参考資料  
◆ 静岡市の職員数の現状 

総務省による地方公共団体定員管理調査を基に、各政令指定都市の人口 10万人当たり

の職員数を算出すると、本市の職員数は政令指定都市中、一般行政部門では少ない方か

ら 10番目、全会計ベースでは 11番目であり、中位に位置している。 

 

 表１ 政令指定都市人口 10万人当たりの職員数 

都市名 

住民基本 

台帳人口 

① 

一般行政部門 全会計 

職員数 

② 

10万人当た
り職員数 
②÷① 

職員数 

③ 

10万人当たり
職員数 
③÷① 

札幌市 1,947,494 7,318 375.8 22,490 1,154.8 

仙台市 1,058,517 4,354 411.3 14,201 1,341.6 

さいたま市 1,281,414 5,038 393.2 13,766 1,074.3 

千葉市 965,607 4,120 426.7 11,685 1,210.1 

横浜市 3,735,843 14,757 395.0 43,520 1,164.9 

川崎市 1,474,167 6,978 473.4 18,834 1,277.6 

相模原市 716,981 3,216 448.5 7,614 1,062.0 

新潟市 800,112 3,808 475.9 11,321 1,414.9 

静岡市 709,041 3,268 460.9 8,775 1,237.6 

浜松市 807,893 3,085 381.9 8,897 1,101.3 

名古屋市 2,279,194 11,355 498.2 34,887 1,530.7 

京都市 1,418,340 7,415 522.8 19,693 1,388.5 

大阪市 2,691,425 14,705 546.4 41,665 1,548.1 

堺市 844,030 3,386 401.2 9,323 1,104.6 

神戸市 1,546,255 7,912 511.7 21,192 1,370.5 

岡山市 708,652 3,276 462.3 8,433 1,190.0 

広島市 1,193,857 5,605 469.5 14,571 1,220.5 

北九州市 966,628 4,583 474.1 12,743 1,318.3 

福岡市 1,514,924 5,570 367.7 16,139 1,065.3 

熊本市 733,844 3,534 481.6 9,721 1,324.7 

合計 27,394,218 123,283 450.0（平均） 349,470 1,275.7（平均） 

  ※ ①②③…平成 29年度地方公共団体定員管理調査結果（総務省） 

 ※ 一般行政部門の職員数は、全会計の職員から病院、水道、下水道、交通等の公営企業会計部

門、教育部門及び消防部門を除いた部門の職員数である。 
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◆ 退職・採用予定者人数 

 
令和元年度 

（2019年度） 

令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022 年度） 
合計 

退職予定人数 ２３２ １９６ ２１３ １６８ ８０９人 

採用予定人数 ７６８人 ７６８人 

差引き  ４１人 

 ※退職予定人数は平成 30年４月１日時点における想定の数値。早期退職見込数を含む。 

 

◆ 職員適正配置計画の位置づけ 

 第３次静岡市総合計画基本構想 

「世界に輝く静岡」の実現 

行財政改革推進大綱 

基本理念      基本方針             改革の方向 

１ 市民参加・協働の推進 

２ 官民連携の推進と民間活力の活用 

１ 市民参加・協働の推進 

１ 市民参加・協働の推進 

１ 市民参加・協働の推進 

３ ICTの高度利用による情報化の推進 

２ 効率的な組織体制の確立 

１ 人材育成・活用の推進 

３ 開かれた市政の推進 

Ⅰ 市民協働・官民連携

の推進 

Ⅲ 持続可能な財政運営

の確立 

Ⅱ 質の高い行政運営 

の推進 

豊
か
な
地
域
社
会
を
実
現
す
る
た
め
の 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

最
適
な
行
財
政
運
営 

職員適正配置計画は、 

行革大綱の「Ⅱ 質の高い行政運営の推進」の 

「２ 効率的な組織体制の確立」に位置する。 


